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ニュー
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1

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

ひとり親家庭・こどもの貧困
対策総合推進事業(【物価】こ
どもの居場所運営支援（上
乗せ））

①家庭の事情等によりこどもが孤立することのないよう、山形県こども・子育て笑顔プランに
基づき取組みを推進するこども食堂等「こどもの居場所」づくりについて、食料品等物価高騰
により運営に支障が出ているため、運営団体に対して支援を行う。
②こどもの居場所運営支援事業費補助金の物価高騰対策のための加算
③@2千円×18回×55団体＝1,980千円
④こどもの居場所運営団体を対象とするこどもの居場所運営支援事業費補助金について、
物価高騰対策として補助単価に上乗せして支援を行う。
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2

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

ひとり親家庭・こどもの貧困
対策総合推進事業(【物価】
低所得ひとり親世帯へのお
こめ券提供)

①食料品等の物価高騰により大きな打撃を受けやすいひとり親家庭に対して、経済的な支
援を行う。
②児童扶養手当受給者（配偶者がある者を除く。）へのお米券提供に要する経費
③県産米送付@8,800円×6,200名＝54,560千円
　 事務費17,540千円
④児童扶養手当受給者に対して、お米券（１人当たり8,800円分の購入が可能）を提供する。
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

児童養護施設等物価高騰対
策事業(【物価】児童養護施
設等物価高騰対策事業)

①原油高騰・物価高騰に伴う児童養護施設等（公設公営を除く）の光熱費・食費等のかかり
増し経費に対し補助を行う。
②交付金、一般需用費
③交付金：@5千円×交付対象施設の定員総数280人＝1,400千円
   事務物品購入経費：25千円
④児童養護施設等
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

保険薬局物価高騰対策事業
(【物価】保険薬局物価高騰
支援対策事業)

①物価高騰等の影響を受けた保険薬局に対して、支援金を交付する。
②施設における材料費等のかかり増し経費の一部を支援
③交付金：602施設×@50千円＝30,100千円
　　封筒等購入経費：12千円
　　郵送費・振込手数料：455千円
　　委託料（受付・審査）：2,865千円
④保険薬局
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

医療機関物価高騰対策事業
(【物価】医療機関物価高騰
対策事業)

①医療機関は診療報酬制度でサービス価格が定められており、物価高騰によるかかり増し
経費を価格転嫁できず、経営に大きな影響を受けている。医療機関等に対して支援金を交付
することで、医療提供体制の維持・確保を図る。
②医療機関における燃料費等のかかり増し経費の一部を支援
③補助金：321,864千円
　病院(特別高圧除く)　12,833床（65施設）×@16千円＝205,328千円
　病院(特別高圧)　637床（1施設）×@35千円＝22,295千円
　有床診療所　43施設×@50千円＋407床×@13千円＝7,441千円
　無床診療所・歯科診療所　1,108施設×@50千円＝55,400千円
　助産所　16施設×@50千円＝800千円
　施術所　450施設×@50千円＝22,500千円
  歯科技工所　162施設×@50千円＝8,100千円
　委託費(受付・審査)：17,000千円
  消耗品費：30千円
  振込手数料：50千円
④病院、医科・歯科診療所、助産所、施術所、歯科技工所
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

救護施設物価高騰対策事業
(【物価】救護施設物価高騰
対策事業)

①物価高騰等の影響を受けた救護施設に対して、支援金を交付する。
②施設における食材費等のかかり増し経費の一部を支援
③入所系施設 240人×@5千円＝1,200千円
④救護施設
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

高齢者施設等物価高騰対策
事業(【物価】高齢者施設等
物価高騰対策支援金)

①物価高騰の影響を受けた高齢者施設等に対して、支援金を交付する。
②施設における食材費及び車両燃料費のかかり増し経費の一部を支援
③交付金：169,165千円
　ア.入所系施設
　　　14,494人×@5千円＝72,470千円（定員30人以上）
　　　219施設×@150千円＝32,850千円（定員29人以下）
　　　202施設×@30千円＝6,060千円(有料老人ホーム・サ高住)
　イ.通所系施設
　　　702事業所×@35千円＝24,570千円
　ウ.訪問系施設
　　　214施設×@70千円＝14,980千円
      521施設×@35千円＝18,235千円（訪問介護以外）
　 委託費(受付・審査)：12,813千円
   振込手数料：67千円
④高齢者施設等
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

障がい者施設等物価高騰対
策事業(【物価】障がい者施
設等物価高騰対策事業)

①物価高騰等の影響を受けた障がい者施設等に対して、支援金を交付する。
②施設における食材費及び車両燃料費のかかり増し経費の一部を支援
③交付金：66,145千円
　入所系施設
　　　2,441人×@5千円＝12,205千円（定員30人以上）
　　　95施設×@150千円＝14,250千円（定員29人以下）
　通所系施設
　　　626施設×@35千円＝21,910千円
　訪問系施設
　　　508施設×@35千円＝17,780千円
　決定通知郵送料：63千円
　委託料（受付・審査）：12,488千円
④障がい者施設等

R7.7 R8.3



No.
推奨事業メ

ニュー
交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

9
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

ＬＰガス料金負担軽減支援
事業(【物価】ＬＰガス料金負
担軽減支援事業【R6国補正
分】)

①価格高騰の影響を受けている一般家庭等のＬＰガス利用者の負担軽減を図る。
②（一社）山形県LPガス協会に対する補助金
    ・ＬＰガス販売事業者による料金値引きの原資及び値引きに要する事務費
　 ・当事業の事務局を担う（一社）山形県LPガス協会の事務費
③値引き原資　＠1千円×293,000世帯（契約）＝293,000,000円
　 値引き事務費（契約数に応じて30,000円～500,000円）26,870,000円
　 LPガス協会事務費　11,760,000円
※総事業費331,630千円　うち106,368千円は令和6年度の国の補正予算（No.9）、225,262千
円は令和7年度の国の予備費（No.10）を活用して一体的に実施。
④液化石油ガス法第２条第２項に規定する一般消費者等（国、地方公共団体等を除く）など
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10
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

ＬＰガス料金負担軽減支援
事業(【物価】ＬＰガス料金負
担軽減支援事業【R7国予備
費分】)

①価格高騰の影響を受けている一般家庭等のＬＰガス利用者の負担軽減を図る。
②（一社）山形県LPガス協会に対する補助金
    ・ＬＰガス販売事業者による料金値引きの原資及び値引きに要する事務費
　 ・当事業の事務局を担う（一社）山形県LPガス協会の事務費
③値引き原資　＠1千円×293,000世帯（契約）＝293,000,000円
　 値引き事務費（契約数に応じて30,000円～500,000円）26,870,000円
　 LPガス協会事務費　11,760,000円
※総事業費331,630千円　うち106,368千円は令和6年度の国の補正予算（No.9）、225,262千
円は令和7年度の国の予備費（No.10）を活用して一体的に実施。
④液化石油ガス法第２条第２項に規定する一般消費者等（国、地方公共団体等を除く）など
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⑦中小企業等に
対するエネル
ギー価格高騰対
策支援

中小企業特別高圧電力負担
軽減事業(【物価】中小企業
特別高圧電力負担軽減事
業)

①電力料金の高騰が続く中、特に電気料金の負担が大きい、特別高圧で受電している中小
企業等の負担軽減を図ることにより、安定的な事業の継続を支援する。
②補助金
③補助単価 ： 1.0円／kWh×2か月、1.2円／kWh×1か月、
   補助上限 ： 5,000千円／１企業
　 積算根拠 ： 　 A社（対象期間内3,247千kWh）   3,982千円
　　　　　　　　　＋B社（対象期間内3,143千kWh）    3,851千円
　　　　　　　　　＋C社（対象期間内21,378千kWh）　5,000千円【上限】
　　　　　　　　　＋D社（対象期間内1,516千kWh）    1,859千円
　　　　　　　　　＋E社（対象期間内224千kWh）　       122千円
　　　　　　　　　＋大規模商業施設テナント 　　　　   　498千円
　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　       　  　　　　15,312千円
④特別高圧で受電する工場を有する中小企業（みなし大企業を除く）及び特別高圧で受電す
る商業施設のテナントを運営する中小企業（みなし大企業を除く）及び個人事業主
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⑨推奨事業メ
ニュー例よりも更
に効果があると
判断する地方単
独事業

販路開拓緊急対策事業(【関
税】展示会出展等支援事業)

①エネルギー価格高騰によりコストの増が続き、さらに米国関税措置の影響を受け、厳しい
経営状況にある県内小中企業の新たな販路開拓及び拡大を支援し、収益改善を図るもの。
②県内製造事業者が行う国内外展示会・商談会の出展等に係る経費を補助
③補助金：22,500千円　（補助率1/2）
　　@500千円（国内補助上限）×30社＝15,000千円
　　@750千円（国外補助上限）×10社＝7,500千円
　事務費：500千円
④県内に事業所等を有し、事業活動を行っている中小企業者

R7.7 R8.3
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⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対す
る支援

県産日本酒生産基盤強化事
業(【物価】県産日本酒生産
基盤強化事業)

①急激な米価の高騰により厳しい経営状況に直面している県内酒蔵を支援するため、県産
米を使用した高品質な酒造り等の充実・強化等に取り組む酒蔵に対し、酒造好適米の値上
がり相当額を支援することにより県産日本酒の生産基盤の強化を図る。
②R6からR7にかけて値上がりした県産酒造好適米の価格上昇分の1/3に対して支援
③値上額110円～116.6円/kg×R7原料米使用見込量（約2,624t）×1/3≒97,000千円
　※酒造好適米の銘柄ごとに積算
　事務経費100千円（印刷製本費50千円、通信運搬費50千円）
④県内酒蔵

R7.7 R8.3



No.
推奨事業メ

ニュー
交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

14
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

畜産総合振興事業(【物価】
飼料価格高騰対策支援事
業)

①飼料価格高騰により経営に打撃を受けている畜産農家を支援するため、令和７年度の配
合飼料価格と令和２年度の配合飼料の平均価格との差額から国の補てん金額を差し引いた
額の1/2以内（上限4,000円/t）について支援を行う。
②Ａ：配合飼料及び単味飼料の購入に要する経費に対する補助
　 Ｂ：事業実施主体による単味飼料対策の推進に係る経費に対する補助
③Ａ：配合飼料…第１四半期の価格上昇分×1/2（上限4,000円/t）×68,000t（山形県内の配
合飼料供給量）=272,000千円
　　　単味飼料…第１四半期の価格上昇分×1/2（上限4,000円/t）×3,000t（山形県内の単味
飼料供給量）=12,000千円
　 Ｂ：資料作成費等13,500円＋通信運搬費等116,400円＋技術指導事務費385,000円=515千
円
④Ａ：配合飼料…令和７年度配合飼料価格安定制度契約者（全畜種）
　　　単味飼料…県内で家畜を飼養している畜産農家（申請必要）
　 Ｂ：公益社団法人山形県畜産協会

R7.7 R8.3
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⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

元気な水産業応援事業(【物
価】漁業者燃油高騰対策特
別支援事業)

①燃油価格の高騰に直面する漁業者に対する支援を行い、漁業者の生活の安定化を図る。
②漁業者が購入した燃油に対する漁業経営セーフティーネット構築事業による補填額のう
ち、漁業者負担分（積立金）の相当額を給付
③補助金　2,406千円（令和６年度第4四半期支援単価5,924円（ｋℓ）×令和6年7〜9月の燃油
購入数量406ｋℓ=2,405,144円）、補助金支給にかかる事務費 614千円(人件費：482千円、漁
業者への振込手数料：32千円、消耗品費：100千円）
④県内の漁業者

R7.7 R8.3
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⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

元気な水産業応援事業(【物
価】漁業者資材高騰対策特
別支援事業)

①原油価格の高騰により、出荷時に使用する魚箱及び漁業用資材（オイル、漁網等）価格が
大幅に値上げされたことから、その価格上昇分を支援し、漁業者の生活の安定化を図る。
②魚箱：令和３年10月31日時点からの価格と購入時点の価格上昇分を給付
氷：令和４年12月31日時点からの価格上昇分を支援
漁業用資材：令和３年１月時点からの価格上昇分を給付
③補助金 30,814千円（発砲スチロール魚箱：13,498千円、木製魚箱：86千円、氷2,681千円、
その他資材14,549千円）、補助金支給にかかる事務経費　885千円(人件費：835千円、漁業
者への振込手数料50千円）
④県内の漁業者
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17
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

元気な水産業応援事業(【物
価】漁業電力高騰対策特別
支援事業)

①原油価格の高騰による電気料金の値上げが県漁協の経営に大きな影響を与えていること
から、漁業者が水産物を出荷するために欠かすことのできない大型冷蔵庫及び製氷工場の
維持にかかる電気料金について支援し、安心・安全な水産物の安定供給を図る。
②県漁協の大型冷蔵庫及び製氷工場の電気料金について、令和３年からの値上相当額の１
/２を給付
③1,362千円（大型冷蔵庫分：電気料金高騰分3.26円（ｋｗｈ）×電気使用量297,929kwh=972
千円、製氷工場分：電気料金高騰分3.20円（ｋｗｈ）×電気使用量121,594kwh=390千円）
④山形県漁業協同組合
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⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

サケ・マス振興事業(【物価】
水産業持続化支援事業)

①原油価格・物価高騰等に直面する県内放流用種苗生産団体及び内水面養殖業者に対す
る支援を行い内水面水産業者の経営の安定化を図る。
②県内放流用種苗生産団体及び内水面養殖業者に対して生産経費高騰の相当額の１/２を
給付
③3,375千円（事業者あたり電気料金高騰額 13,260円×46事業者=610千円、事業者あたり
餌代高騰分60,108円×46事業者=2,765千円）
④県内放流用種苗生産団体及び内水面養殖業者
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19
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

山の幸総合対策事業(【物
価】きのこ栽培燃油価格等高
騰対策支援事業)

①燃油価格高騰により厳しい経営状態に直面している生産者を支援するため、光熱費の上
昇により掛かり増しした経費に対し支援を行う。
②きのこ栽培に係る光熱費についてＲ３年度と比較した価格上昇分に対し支援を行う。
③4.60円（生産量1kg当たり）×7,100ｔ（本県Ｒ５生産量）×1/4（3か月分の支援）
④農業協同組合、きのこ生産を行う法人、きのこ生産者が組織する団体
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⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

大学生等食費高騰対策支援
事業（【物価】大学生等食費
高騰対策支援事業費補助
金）

①県内高等教育機関等が実施する、物価高騰の影響を受けた学生の経済負担を軽減し生
活支援を図る取組みに対して県が支援を行い、学生の生活支援を図るもの。
②在籍する学生の生活支援を図るために実施する事業で、物価高騰への対策として学生の
食費負担の軽減を図るもの
③県立大学以外の大学等　9千円×16,823人（学生数）×1/2（外食率）×1/2（補助率）＝
37,852千円
 　県立大学　9千円×1,144人（学生数）×1/2（外食率）＝5,148千円
④県内高等教育機関等
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